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1. はじめに 

 

1-1. 作成基準 

 当市は、平成20年度決算から決算統計等を用いた「総務省方式改訂モデル」により、財務諸表

を公表し、平成28年度決算からは「統一的な基準」により、財務諸表を公表しています。また、

「統一的な基準」では、全体会計の財政状態を把握するため、公営企業会計適用準備中の会計（簡

易水道特別会計、下水道特別会計）も、連結対象としています。 

 

1-2. 作成基準日  

 平成29年度末日（平成30年3月31日）を作成基準日としています。 
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1-3. 作成範囲 

「統一的な基準」では、下図のように、一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からな

る「一般会計等」、一般会計に地方公営事業会計を加えた「全体会計」、湯沢市が加入する一部事

務組合・広域連合及び第三セクター等を加えた「連結会計」の3つの区分で財務諸表を作成して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 「財務書類作成要領」6段 
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1-4. 財務諸表 

  「統一的な基準」による財務諸表は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算

書」及び「資金収支計算書」の4表から構成されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-5. 財務諸表の相互関係 

財務諸表の相互関係は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 「財務書類作成要領」20段 
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2. 全体財務諸表に基づく財務状況と課題 

 全体財務諸表は、平成29年度財務状況を全体財務諸表に基づき分析しました。 

 

2-1. 平成29年度の財務業績 

2-1-1. 赤字が11.33億円 

 平成29年度の全行政活動の費用は、収入（税収や国・県の補助金で、借金は入らない）を上回り、

11.33億円の赤字となっています。 

 

2-1-2. 移転費用が経常費用の56.25％ 

 １番大きな費用は、社会保障の給付や補助金の支出などの移転費用で、経常費用の 56.25％を占

める211.56億円になります。児童手当や生活保護等の社会保障給付のほか、関連団体への補助金も

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:億円）

科目 金額
１．経常費用 （376.10）

　（１）業務費用 （164.55）

　　　　人件費 44.59

　　　　維持補修費 19.51

　　　　減価償却費 41.11

　　　　支払利息 6.80

　　　　その他物件費、業務費用 52.54

　（２）移転費用 （211.56）

　　　社会保障給付 33.37

　　　補助金等、その他移転費用 178.19

２．経常収益 （22.02）

　使用料及び手数料・その他 22.02

純経常行政コスト 354.08

臨時損益 1.28

純行政コスト（△） △ 354.83

１．財源 （343.50）

　（１）税収等 241.64

　（２）国県等補助金 101.85

本年度差額 △11.33

２．その他 （△5.45）

　（１）資産評価差額 0.00

　（２）無償所管替等 △5.41

　（３）その他 △0.04

本年度純資産変動額 △16.78

前年度末純資産残高 704.97

本年度末純資産残高 688.19

6 
 



2-1-3. 減価償却は目減り料（使用料）、施設の費用は60.62億円 

２番目に大きいのは、施設関連費用の60.62億円です。 

減価償却費41.11億円は、既に建設され、私達が毎日使っているものの目減り料（使用料）です。

施設等の維持補修費19.51億円が含まれ、施設の費用は年間で60.62億円に達します。 

 

2-1-5.  その他物件費、業務費用は52.54億円 

 ３番目に大きいのは、上記施設の費用を除いた、その他物件費、業務費用の52.54億円です。 

  

2-1-6. 人件費は44.59億円 

 ４番目に大きいのは人件費44.59億円です。人件費には「職員給与」の他に、退職時のための退

職手当引当金繰入や臨時的な費用も入っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:億円）

科目 金額
１．経常費用 （376.10）

　（１）業務費用 （164.55）

　　　　人件費 44.59

　　　　維持補修費 19.51

　　　　減価償却費 41.11

　　　　支払利息 6.80

　　　　その他物件費、業務費用 52.54

　（２）移転費用 （211.56）

　　　社会保障給付 33.37

　　　補助金等、その他移転費用 178.19

２．経常収益 （22.02）

　使用料及び手数料・その他 22.02

純経常行政コスト 354.08

臨時損益 1.28

純行政コスト（△） △ 354.83

１．財源 （343.50）

　（１）税収等 241.64

　（２）国県等補助金 101.85

本年度差額 △11.33

２．その他 （△5.45）

　（１）資産評価差額 0.00

　（２）無償所管替等 △5.41

　（３）その他 △0.04

本年度純資産変動額 △16.78

前年度末純資産残高 704.97

本年度末純資産残高 688.19
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2-2.  余剰額は投資活動へ 

2-2-1.  業務活動から生まれた資金が投資活動へ 

基本的には、前述の【業務活動】から生まれた資金により、投資（施設の改修、借金の返済、新

しい資産の取得、など）を行うことになるため、特殊な事情がない限り【純資産変動額】は常に黒

字である必要があります。しかし、平成29年度の財務活動の中で生み出された正味資産の減少（い

わば損失）は、11.33億円でした。 

 

2-2-2.  使える資金は29.78億円 

 2-2-1のとおり、正味資産の減少（いわば損失）は 11.33億円でしたが、現金収支では、非現金

である減価償却費40.63億円を除くと、資金余剰は29.78億円となり、これが投資に充てられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:億円）

科目 金額
１．経常費用 （376.10）

　（１）業務費用 （164.55）

　　　　人件費 44.59

　　　　維持補修費 19.51

　　　　減価償却費 41.11

　　　　支払利息 6.80

　　　　その他物件費、業務費用 52.54

　（２）移転費用 （211.56）

　　　社会保障給付 33.37

　　　補助金等、その他移転費用 178.19

２．経常収益 （22.02）

　使用料及び手数料・その他 22.02

純経常行政コスト 354.08

臨時損益 1.28

純行政コスト（△） △ 354.83

１．財源 （343.50）

　（１）税収等 241.64

　（２）国県等補助金 101.85

本年度差額 △11.33

２．その他 （△5.45）

　（１）資産評価差額 0.00

　（２）無償所管替等 △5.41

　（３）その他 △0.04

本年度純資産変動額 △16.78

前年度末純資産残高 704.97

本年度末純資産残高 688.19
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2-2-3. 公共施設等整備費支出は8.05億円 

平成29年度の公共施設等整備費支出は、8.05億円でした。 

そのため、上記資金余剰22.52億円の一部が充当され、さらに国や県からの補助金2.23億円が建設

投資に充当されました。 

2-2-4. 地方債の発行 

当市は、投資活動において地方債の発行（借入）を行っています。 

地方債は、繰上償還を含めて、41.10億円を返済しました。発行は 28.28億円少ない 21.30億円で

した。 

2-2-5. 本年度資金収支額はマイナス1.47億円 

平成29年度の業務活動収支はプラス28.53億円でした。投資活動収支はマイナス10.19億円でし

た。財務活動収支はマイナス19.80億円となりました。 

その結果、本年度資金収支額は不足が出て1.47億円のマイナスとなりました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位:億円）

科目名 金額

１．業務活動収支 （28.53）

　（１）業務支出 (333.54）

　（２）業務収入 （362.09）

　　　税収等収入 240.62

　　　国県等補助金収入 99.65

　　　その他収入 21.82

　（３）臨時収支 △0.03

２．投資活動収支 （△10.19）

　（１）投資活動支出 （27.90）

　　　公共施設等整備費支出 8.05

　　　基金積立金支出 14.22

　　　その他支出 5.63

　（２）投資活動収入 （17.71）

　　　国県等補助金収入 2.23

　　　基金取崩収入 8.09

　　　その他収入 7.39

３．財務活動収支 （△19.80）

　（１）財務活動支出 （41.10）

　　　地方債等償還支出 41.10

　　　その他支出 -

　（２）財務活動収入 （21.30）

　　　地方債等発行収入 21.30

　　　その他収入 -

本年度資金収支額 △1.47

前年度末現金預金残高 18.75

本年度歳計外現金増減額 0.02

本年度末現金預金残高 17.31
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2-3. 当市の財政状態 

前記の【業務活動】と【投資活動】の結果を「貸借対照表」にまとめました。 

 

2-3-1. 当市の正味資産割合 

当市の財政は借金（負債）も 589.48億円と多いですが（平成 30年 3月31日現在の人口 45,922

人の1人当り負債額は128万円）、それを裏付ける財産（資産）も多く、総資産額は1277.67億円で

す（住民1人当り278万円）。そして、正味資産（純資産）は688.19億円（住民1人当り150万円）

あり、全財産に対する正味資産の率（純資産比率と言います）は53.86％です。 

 

2-3-2. 金融資産等は88.44億円 

 しかし、財産のほとんどは、住民の皆様の生活を支える学校や道路、上水道・下水道等の固定資

産であるため、すぐに使えるお金は、金融資産84.44億円です。（流動資産の現金預金17.31億円＋

流動資産の基金71.13億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

資産の部 金額 負債の部 金額

１．固定資産 （1187.39） １．固定負債 （544.62）

　（１）有形固定資産 （1130.20） 　（１）地方債等 486.15

　　事業用資産 327.66 　（２）長期未払金 -

　　インフラ資産 790.35 　（３）退職手当引当金 32.18

　　物品 12.19 　（４）その他 26.29

　（２）無形固定資産 （0.19） ２．流動負債 （44.86）

　（３）投資その他の資産 （57.00） 　（１）１年内償還予定地方債等 41.08

２．流動資産 （90.27） 　（２）未払金 0.17

　（１）現金預金 17.31 　（３）賞与等引当金 2.71

　（２）基金 71.13 　（４）預り金 0.89

　（３）未収金、短期貸付金 1.65 　（５）その他 0.00

　（４）その他 0.18 負債合計 589.48

３．繰延資産 - 純資産の部 金額
　（１）固定資産等形成分 1258.52

　（２）余剰分（不足分） △ 570.33

　（３）他団体出資等分 -

純資産合計 688.19

資産合計 1277.67 負債・純資産合計 1277.67

負債 128万円

純資産 150万円

278万円資産

住民１人当り貸借対照表 

10 
 



2-3-3. 実質的にはマイナス状態 

 資金においては、前述の金融資産等88.44億円に対し、借金（負債）が589.48億円ありますから、

実質的には501.04億円のマイナスとなります。 

これは、住民 1 人当りに換算すると、地方債は 115 万円です。また、地方債に係る利子は 6.80

億円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-4. 資産更新問題解決への道 

 当市の大きな課題は、公共施設の改修等、固定資産の更新資金の捻出です。 

 借金を返済しながら、どのように更新財源を調達するかが重要となります。 

 次項では、【資産の老朽化度】【更新資金の準備率】【資産更新必要額】を分析します。 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

資産の部 金額 負債の部 金額

１．固定資産 （1187.39） １．固定負債 （544.62）

　（１）有形固定資産 （1130.20） 　（１）地方債等 486.15

　　事業用資産 327.66 　（２）長期未払金 -

　　インフラ資産 790.35 　（３）退職手当引当金 32.18

　　物品 12.19 　（４）その他 26.29

　（２）無形固定資産 （0.19） ２．流動負債 （44.86）

　（３）投資その他の資産 （57.00） 　（１）１年内償還予定地方債等 41.08

２．流動資産 （90.27） 　（２）未払金 0.17

　（１）現金預金 17.31 　（３）賞与等引当金 2.71

　（２）基金 71.13 　（４）預り金 0.89

　（３）未収金、短期貸付金 1.65 　（５）その他 0.00

　（４）その他 0.18 負債合計 589.48

３．繰延資産 - 純資産の部 金額
　（１）固定資産等形成分 1258.52

　（２）余剰分（不足分） △ 570.33

　（３）他団体出資等分 -

純資産合計 688.19

資産合計 1277.67 負債・純資産合計 1277.67
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2-4.  資産老朽化比率と将来の資産更新必要額～平成29年度全体会計に基づいて～ 

 

2-4-1. はじめに 

 平成29年度全体会計に基づいて、資産老朽化比率と将来の資産更新必要額を分析します。 

 

2-4-2. 資産老朽化比率 

 資産老朽化比率とは、償却資産取得価額に占める減価償却累計額の割合です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度末の資産老朽化比率は、49.1％です。（92,925,274,572円÷189,181,765,320円×100

＝49.12％）これは、人口1～5万人自治体平均の資産老朽化比率は55.0％（統一的な基準の平成28

年度データ）であり、類似団体より低い比率です。 

 

2-4-3. 更新資金準備率 

 減価償却累計額に対する資金（基金・積立金）の準備率を見てみます。 

『平成29年度全体会計』によれば、平成29年度末の資金・基金総額は、下記のとおり13,094,355,665

円です。[資金1,694,645,890円＋財政調整基金5,522,528,703円+減債基金1,590,335,000円+基金

（その他）4,286,846,072円] 

 この場合の資金準備率は、14.1％です。（13,094,355,665円÷92,925,274,572円×100＝14.09%） 

 

 

 

 

 

（単位:円）

勘定科目 取得価額 減価償却累計額

建物 42,098,469,950 22,170,357,574 52.7 %

工作物 889,828,093 482,326,378 54.2 %

建物 14,675,031,271 7,396,467,669 50.4 %

工作物 112,731,305,540 52,764,084,098 46.8 %

その他 12,989,373,000 5,533,639,844 42.6 %

5,797,757,466 4,578,399,009 79.0 %

189,181,765,320 92,925,274,572 49.12 %

比率

湯沢市 資産の老朽化度

事業用

物品

合計

インフラ
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2-4-4. 将来の資産更新必要額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

保有資産のうち、既に耐用年数を超過している総額は 81億円です。このうち 16％が、住民生活

に密着したインフラ資産で、更新が先送りされている現状にあります（同上図解の「青」は建物、

「赤」はインフラ資産、「緑」がその他です）。今後40年間の資産更新必要額は、1,483億円です（毎

年約37億円の更新が必要です）。 

2022.年までの直近5年間の資産更新必要額は57億円となり、毎年11億円ほどの資産更新が必要

となります。また、インフラ資産の更新については、2033年～2037年に急増しますが、これは取得

年度が不明な道路について、取得年度を1980年代とした資産が多いためです。 

今後も、当市の行政サービスを適正なレベルで提供し続けていくためには、 これら保有資産の維

持管理していくことが重要です。また、健全な財政状況を維持するためには、改修・更新等にかか

る費用を平準化させるとともに、 投資費用を抑制することが必要であり、中長期的な視点による、

公共施設等の再編成・管理に取り組む必要があります。 

 

 

自治体名： 湯沢市
年度： 平成29年度

(単位：億円)

年度 建物 インフラ その他 合計 年平均

～2017 40 13 29 81

2018～2022 39 13 5 57 11

2023～2027 43 1 3 48 10

2028～2032 48 17 0 64 13

2033～2037 31 522 0 553 111

2038～2042 22 95 1 119 24

2043～2047 49 161 2 211 42

2048～2052 64 219 2 285 57

2053～2057 23 123 0 146 29

2058～2062 37 79 0 116 23

2063～2067 22 27 0 49 10

2068～2072 0 1 0 1 0

2073～2077 0 0 0 0 0

2057年までの

合計(40年間）

319 1,151 13 1,483 37

2077年までの

合計（60年間）

378 1,258 13 1,649 27

将来の資産更新必要額

この他に地方債の返済、新設備の建設費が必要です。

（全ての資産を現在価格で作り直す。耐用年数終了時に設備の更新を行う。）の二つを前提として集計しています。

0 100 200 300 400 500 600
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3.  類似団体比較・市町村平均比較 

 

3-1. 分析方法 

3-1-1. 4 要素 34項目の分析 

 平成 29年度の財務分析は、4つの要素「健全性」「効率性」「公平性」「資産適合性」に区分しました。そして、要素ごとに以下の 34項目をもって特質を把握しました。 

 1章では、当市の財政体質を端的に示した全体会計を基に分析を行いました。2章では、各地方公共団体でほとんど共通の事業を扱う一般会計等も分析対象とします。 

住民 1人当り分析では、平成 30 年 3月 31日現在の人口 45,922人を用いて分析しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要素 指標 計算式 要素 指標 計算式

1.健全性…6指標 3.公平性…9指標

2.効率性…7指標

4.資産適合性

　…12指標

① 実質純資産比率（％）
資産合計－インフラ資産

×100
純資産合計－インフラ資産

② 債務償還可能年数（年） 地方債＋1年内償還予定地方債
業務収入－業務支出

③ 流動比率（％） ×100
流動資産
流動負債

④住民1人当り負債額（千円） 負債合計
人口

⑤住民1人当り地方債（千円）

⑥ 基礎的財政収支（百万円）

地方債＋1年内償還予定地方債
人口

業務活動収支 ＋ 支払利息支出 ＋ 投資活動収支

③ 住民１人当り人件費（千円）
人件費
人口

減価償却費
人口

補助金等
人口

税収等
人口

国県等補助金
人口

① 純資産比率（％） 純資産合計
資産合計

×100

②
社会資本等形成の世代間負担比率
(将来世代負担比率)　（％）

地方債＋1年内償還予定地方債
有形固定資産

×100

税収等＋国県等補助金
純行政コスト

×100

④ 当期純資産変動額（百万円）

×100
経常収益
経常費用

⑤ 受益者負担比率（％）

⑥ 住民１人当り社会保障給付（千円） 社会保障給付
人口

⑦ 固定比率（％）
減価償却費＋想定地代

税収等＋使用料及び手数料
×100

自主財源比率（％）⑧
税収等＋国県等補助金

×100
税収等

⑨ 資産に関する自主財源比率（％） ×100
資産形成に充当された税収等

投資活動支出

① 住民１人当り資産額（千円）
人口

資産合計

歳入額対資産額（年）②
資産合計
歳入合計

③ 事業用資産、物品（千円）

④ インフラ資産（千円）

⑤ 公共施設等整備費支出（千円）

⑥ 資産老朽化比率（％） ×100
償却資産取得価額
減価償却累計額

⑦ 資産形成比率（％） 公共施設等整備費支出
減価償却費

×100

⑧ 減価償却費（億円）

⑨ 更新資金準備率（％）
減価償却累計額

資金＋基金
×100

⑩ 維持補修費(千円）

⑪ 40年間の資産更新必要額（億円）

⑫ 年間資産更新必要額（億円）

行政コスト計算書より

行政コスト計算書より

純資産変動計算書より

貸借対照表より

貸借対照表より

資金収支計算書より

「将来の資産更新必要額」より

40年間の資産更新必要額

40年

③ 純行政コスト対税収等比率

① 住民1人当り行政コスト（千円）
純経常行政コスト

人口

② 住民１人当り物件費（千円） 物件費等
人口

住民1人当り減価償却費（千円）④

住民1人当り補助金等（千円）⑤

住民１人当り税収等（千円）⑥

⑦ 住民１人当り国県等補助金（千円）

≪図表 1-1≫ 指標一覧 
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3-1-2. 類似団体比較、全国市町村平均比較 

 当期の実態・推移、類似人口規模自治体平均・全国市町村平均を取り上げました。 

類似人口規模自治体（以下、類似団体）比較は、平成 29年度、住民人口 1万人以上 5万人未満の団

体を比較対象とし、分析しています（平成 28年度は、住民人口 3万人以上 10万人未満の団体）。全

国市町村平均は相関関係で補充しました。全国市町村平均からのずれの大きさにも着目しました。 

 類似団体・全国市町村の分析資料の出典は、「一般社団法人地方公会計研究センター」(代表理事 淺

田隆治)です。 

3-1-3. 経年比較を実施する7つの期待成果 

1.分析項目の推移を知り、数字とグラフで分析値の経年変化を確認できます。 

2.事務事業活動とその目標が実現し（結果）、指標項目が改善されます（成果）。 

3.議会や住民に対する財政運営状況の説明に活用できます。 

4.指標改善項目を予算編成や行政評価活動に計画的に取組むことができます。 

5.下水道事業等の「赤字」にメスを入れることができます。 

6.長期的財政改善方針を結実させることができます。 

7.財政戦略の策定が明確にでき、財政健全化を実現できます。 
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3-2. 平成29年度財政状況と改善課題 

 

3-2-1. 「健全性」について 

 健全性とは、財政に持続可能性があるのか（どれくらい借金があるのか）、に関する情報提供です。 

 「実質純資産比率」は、直接的には経済的取引になじまないインフラ資産の価値を“0”と考え

た比率で、高ければ高いほど財務能力は良いとされます。民間企業の自己資本比率や株主資本比率

と呼ばれるものに相当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-1-①によると、当市の実質純資産比率は、一般会計等20.5％・全体会計-21.0％です。 

 前期と比較すると、一般会計等0.3ポイント・全体会計0.5ポイントの改善です。 

一般会計等と全体会計の差が41.5%と大きくなっていますが、これは特別会計の資産がほとんど

インフラ資産であることと負債が大きいことが影響しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表2-1-①≫ 実質純資産比率 
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「住民1人当り負債額」は、負債合計額を人口で除することによって得られます。住民1人当

りの負債額が適正かどうかを見るには、同規模の自治体と比較する必要があります。この数字が

低ければ借金が少ないことになるので、財政運営が健全であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-1-②によると、当市の住民1人当り負債額は、一般会計等801千円・全体会計1,284千

円であり、前期と比較すると、一般会計等4千円・全体会計17千円の減少です。 

しかし、類似団体と比較すると、一般会計等217千円・全体会計373千円負債額が大きくなっ

ています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表2-1-②≫ 住民１人当り負債額 
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「債務償還可能年数」は、統一的な基準においては、実質債務が償還財源上限額（資金収支計

算書における業務活動収支の黒字分）の何年分あるかを示す指標です。債務償還可能年数が短い

ほど、債務償還能力は良好といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   債務償還可能年数は、一般会計等22.5年・全体会計18.5年です。前期と比較すると、一般

会計等71.5年・全体会計20.6年と大幅に改善しています。これは、一般会計等の業務活動収

支が改善したことが大きく影響しています。 

これらの長期指標に対し、短期の財務状態の評価についての指標としては、「流動比率」があ

ります。これは、決算日から 1 年以内の支払いに対して資金をどの程度準備しているかを示しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表2-1-③≫ 債務償還可能年数 
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 図表 2-1-④によると、当市の流動比率は一般会計等253.1%・全体会計201.2%です。前期と

比較すると、一般会計等13.5ポイント・全体会計8.9ポイントの上昇であり、短期的財務状態

は良好といえます。 

 

図表 2-1-⑤「住民1人当り地方債」は、一般会計等733千円・全体会計1,148千円であり、前

期と比較して、一般会計等9千円・全体会計21千円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

≪図表 2-1-④≫ 流動比率 

≪図表 2-1-⑤≫ 住民1人当り地方債 
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「基礎的財政収支」は、業務活動収支（支払利息を除く）と投資活動収支の合計額を算出する

ことによって、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランス

を示す指標であり、プライマリーバランスともいいます。 

当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対す

る地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、一般会計等1,306百万円・全体会計2,514百

万円であり、前期と比較して、一般会計等2,196百万円・全体会計2,349百万円と大幅に増加

となりました。 

   これは、一般会計等の業務活動収支の改善が大きく影響しています。 

類似団体と比較しても、一般会計等1,204百万円・全体会計2,033百万円大きくなっており、

持続可能な財政運営といえます。 

    

   

 

 

 

 

 

≪図表 2-1-⑥≫ 基礎的財政収支 
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3-2-2. 「効率性」について 

住民一人当たりのコスト指標は低ければ低いほど効率的といえます。 

 

「住民1人当り行政コスト」は、純経常行政コストの分析指標です。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   住民1人当り行政コストは、一般会計等529.5千円・全体会計771.1千円となり、前期と比

較して一般会計等12.9千円・全体会計10.4千円減少です。類似団体と比較すると、一般会計

等97.7千円・全体会計136.9千円多くなっています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-2-①≫ 住民1人当り行政コスト 
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≪図表 2-2-②≫ 住民1人当り人件費 

図表 2-2-②「住民1人当り人件費」

は、一般会計等88.7千円・全体会計

97.1千円となりました。前期と比較す

ると、一般会計等27.1千円・全体会計

28.1千円増加です。 
 類似団体との比較でも、一般会計等

45.7千円・全体会計34.1千円多くなっ

ています。 

≪図表 2-2-③≫ 住民1人当り物件費 

図表 2-2-③「住民1人当り物件費」

は、一般会計等178.1千円・全体会計

240.6千円となりました。前期と比較

すると、一般会計等11.9千円・全体会

計15.3千円増加です。 
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（６）住民一人当たり税収等、住民一人当たり国県等補助金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

≪図表 2-2-④≫ 住民1人当り減価償却費 

物件費等の中で大きな割合を占める

図表 2-2-④「住民1人当り減価償却

費」は、一般会計等56.4千円・全体会

計89.5千円となり、前期と比較すると、

一般会計等2.3千円・全体会計2.7千

円増加です。 
類似団体との比較では、一般会計等

は10.3千円少なく、全体会計は0.3千

円多くなっています。 
  

≪図表 2-2-⑤≫ 住民1人当り補助金等 

「住民1人当り補助金等」は、関連

団体等への補助金です。 
図表 2-2-⑤住民1人当り補助金等

は、一般会計等135.6千円・全体会計

385.0千円となり、前期と比較すると、

一般会計等34.2千円・全体会計33.1
千円と大幅に減少しています。 
類似団体との比較では、一般会計等

43.6千円・全体会計78千円多くなっ

ています。 
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住民1人当りの財源分析として、「住民1人当り税収等」と「住民1人当り国県等補助金」が

あり、「統一的な基準」による「税収等」には、税収の他に地方交付税や分担金及び負担金等も含み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-2-⑥≫ 住民1人当り税収等 

図表 2-2-⑥より、住民1人当り税収等

は、一般会計等379.6千円・全体会計

526.2千円です。前期と比較すると、一

般会計等4.6千円・全体会計3.5千円の

減少です。 
 

≪図表 2-2-⑦≫ 住民1人当り国県等補助金 

住民1人当り国県等補助金は、一般

会計等129.1千円・全体会計221.8千

円です。前期と比較すると、一般会計

等4.5千円・全体会計8.7千円の増加

です。 
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3-2-3. 「公平性」について 

 「公平性」とは、世代間や自治体内の各階層や自治体間の関係において、公平な財務処理が行わ

れているかを示す指標です。 

 

「純資産比率」は資産から負債を除いた正味資産が資産に占める割合を示し、自治体が現在保有

している資産（過去分を含む）が現役世代と将来世代どちらの負担となっているかを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   純資産比率は、一般会計等56.7%・全体会計53.9%であり、資産のうち6割弱が現役世代の負

担であり、約4割が将来世代の負担となっていることを表します。 

   類似団体と比較すると、一般会計等13.3ポイント・全体会計10.1ポイント低くなっており、

相対的に将来世代の負担（負債）が大きいといえます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-3-①≫ 純資産比率 
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図表 2-3-②「社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）」は、社会資本等につ

いての将来の償還等が必要な負債による形成割合を算出することにより、社会資本形成に係る将

来世代の負担の比重を把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）は、一般会計等 46.8%・全体会計 46.7%

であり、前期と比較すると、一般会計等では0.3ポイント上昇、全体会計では0.1ポイント低下と

なっています。 

類似団体との比較では、一般会計等16.8ポイント・全体会計で13.0ポイント高くなっています。 

また、前記の純資産比率と比較すると、資産全体と社会資本（有形固定資産）形成の将来世代の

負担は同程度といえます。 

 

  

≪図表 2-3-②≫ 社会資本等形成の世代間負担比率 
（将来世代負担比率） 
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「純行政コスト対税収等比率」は、税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出する

ことにより、税収等のうちどれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握する

ことができます。本指標が100%に近づくほど資産形成の余裕度が低くなり、100%を上回る場合は、

過去から蓄積されてきた資産を取り崩していることを意味しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3-③より、純行政コスト対税収等比率は、一般会計等 104.4%・全体会計 103.3%です。前

期と比較して、一般会計等2.2ポイント・全体会計で1.9ポイントの低下となっています。 

 

 

 

  

≪図表 2-3-③≫ 純行政コスト対税収等比率 
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「当期純資産変動額」については、マイナスの場合は当期の費用を当期の収入で補うことが出

来ず、将来世代へ先送りしたことを表し、逆にプラスの場合は新しく形成した資産を引き渡した事

を意味します。その意味で最も重要な指標です。 

さらに、純資産変動額（企業における当期純利益）の大きさの追求は、全ての新政策の実行可能

性を保証し、将来世代の負担回避を可能にします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3-④より、一般会計等 1,569百万円・全体会計 1,678百万円のマイナスとなりました。2

期累計で、一般会計等2,293百万円・全体会計2,967百万円純資産額が減少しています。 

 

 

 

 

  

≪図表 2-3-④≫ 当期純資産変動額 
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税収や事業収益に占める減価償却費や想定地代の割合を測る「固定比率」は、上記の様な将来世

代との間でなく、現在世代の支出の制約度を表すものであり、これが多いと財政の硬直性が進んで

いるということになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自主財源比率」は、税収等と国県等補助金という全体の財源の中に占める税収等の比率です。

国家財政の現状から補助金の増額が期待されないとすれば、どこまで自力で資産形成可能かという

「自律性」が重要です。これ以外の指標が良くても、自律性に充分な状況がなければ、財政に強靭

性があるとは言えません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-3-⑤≫ 固定比率 

図表2-3-⑤より、固定比率は一般会

計等15.3%・全体会計16.4%です。前

期との比較では、一般会計等0.8ポイン

ト・全体会計0.5ポイント上昇していま

す。 
 

≪図表 2-3-⑥≫ 自主財源比率 

図2-3-⑥より、自主財源比率は一般

会計等74.6%・全体会計70.4%でした。

前期と比較すると、一般会計等0.9ポイ

ント・全体会計0.9ポイント低下してい

ます。 
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「受益者負担比率」と「住民1人当り社会保障給付」は、どのラインが妥当であるかは、地方

公共団体ごとの判断によります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-3-⑦≫ 受益者負担比率 

図表2-3-⑦によると、受益者負担比

率は一般会計等3.4%・全体会計5.9%
です。前期と比較して一般会計等0.6
ポイント・全体会計0.7ポイントの上

昇です。 
類似団体と比較して、一般会計等で

1.1ポイント・全体会計で3.3ポイン

ト低くなっています。 
 

≪図表 2-3-⑧≫ 住民1人当り社会保障給付 

図表2-3-⑧によると、住民1人当

り社会保障給付は、一般会計等

72.6・全体会計72.7千円となり、

前期と比較して、一般会計等1.9千

円・全体会計2.0千円の増加です。 
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「資産に関する自主財源比率」は、新しい資産の取得価額の何割が自主財源によって賄われて

いるかを示す指標です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表2-3-⑧より、一般会計等33.0%となり、前期と比較して1.3ポイント低下となりました。

資産のうち33%を自主財源（税収等）で賄い、残りの67%を国県等補助金や地方債等で賄っています。 

 

 

  

≪図表 2-3-⑨≫ 資産に関する自主財源比率 
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3-2-4. 「資産適合性」について 

地方公共団体の主要な課題の一つは、①住民に対して安心安全を保障する、②産業の興隆を直接

的に支援する、③生活の利便性を確保する、などの目的で「公共資産」を提供することです。イン

フラ資産のように資産の提供そのものがサービスである分野も存在します。こうしたことから｢効率

性｣とは別に、地方公共団体の資産保持業務の適合性を検討することが必要となり、その指標を「資

産適合性」指標と呼びます。 

 

図表2-4-①「住民1人当り資産額」は、一般会計等1,849千円・全体会計2,782千円でした。

類似団体との比較では、一般会計等では932千円少なく、全体会計では1千円多くなっています。 

 一般会計に対し、特別会計の資産が大きいことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産が多いということは、それだけ住民福祉の増進や住民サービスに寄与することになります。

しかし、その一方で資産の大きさに応じて維持修繕費などのコストが発生するため、今後も当市に

おける適正な規模の資産について検討していく必要があります。 

 

 

 

 

≪図表 2-4-①≫ 住民1人当り資産額 
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「歳入額対資産比率」は、当年度の歳入額に対する資産の比率であり、これまでに形成された

ストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを把握することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-4-②≫ 事業用資産、物品 ≪図表 2-4-③≫ インフラ資産 

≪図表 2-4-④≫ 歳入額対資産額 

図表2-4-④より、歳入額対資産額

は一般会計等 3.11 年・全体会計

3.19年でした。前期と比較すると、

一般会計等 0.36 年・全体会計は

0.34年長くなっています。 
類似団体と比較すると、一般会計

等で1.20年・全体会計で0.28年短

くなっています。これは、類似団体

よりも資産形成に消極的というこ

とができます。 
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「資産老朽化比率」とは、有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額

の割合を算出することで、耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているのかを把握す

ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4-⑤によると、資産老朽化比率は、一般会計等 55.1%・全体会計 49.1%です。前期との比

較では、一般会計等1.8ポイント・全体会計1.9ポイントの上昇となりました。資産更新よりも既

存資産の老朽化が進んでいるといえます。 

類似団体との比較では、一般会計等は3.3ポイント・全体会計は0.9ポイント低くなっています。 

12頁「湯沢市資産の老朽化度」によると、特に物品で老朽化比率が79%と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-4-⑤≫ 資産老朽化比率 
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「資産形成比率」は、当年度の公共施設等の資産への投入額と減価償却費と割合を示したもの

です。投資と既存資産の減耗分（劣化）のバランスを読み取ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「更新資金準備率」とは、更新の準備として内部保留される減価償却費のうち、比較的短期に

資金に転化できる形で保持されている割合をみたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-4-⑥≫ 資産形成比率 

図表 2-4-⑥より、資産形成比率は一

般会計等19.9%・全体会計19.6%です。

100％を下回っているので、資産の減

耗費よりも公共施設等の投入額が小さ

いことがわかります。 
前期との比較では、一般会計等で

65.8ポイント・全体会計で37.8ポイン

トと大幅に低下しています。これは公

共施設等整備費支出が大幅に減少した

ためです。 

≪図表 2-4-⑦≫ 更新資金準備率 

図表 2-4-⑦より、更新資金準備

率は、一般会計等 16.5%・全体会

計14.1%です。 
前期と比較すると、一般会計等

0.1ポイント・全体会計0.1ポイン

ト低下しています。 
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「資産更新必要額」とは、地方公共団体の資産が耐用年数到来時に、現行の機能のままで、現

行の価格水準で再建するとした時に必要とされる金額のことです。 

40年間の資産更新必要額は、耐用年数から判断して、今から 40年後までの資産更新必要額を算

出したものです。40年間の資産更新必要額は、全体会計で1,483億円に上りました。 

 

図表2-4-⑧の「年間資産更新必要額」は、40年間の資産更新必要額年間平均を算出し、捉えや

すくしたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-4-⑧によると、全体会計の年間更新必要額は 37.1億円となっています。これは、建設投

資を示す「公共施設等整備費支出」8.1億円の4.6倍となります。 

このままでは、建設投資のすべての更新に充てても資金が足りないため、更新資産の選択と更新

額の平準化が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-4-⑧≫ 年間資産更新必要額 
及び公共施設等整備費支出 
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資産維持にかかる費用として、「減価償却費」と「維持補修費」があります。これらを足し合わ

せた費用は「施設関連費用」を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 2-4-⑨≫ 減価償却費 

図表2-4-⑨より減価償却費は一般

会計等25.9億円・全体会計41.1億

円です。前期と比較して、一般会計

等0.6億円・全体会計0.5億円の増

加となりました。 
 

≪図表 2-4-⑩≫ 維持補修費 

図表2-4-⑩より、維持補修費は一般

会計等14.7億円・全体会計20.0億円

です。前期と比較すると、一般会計等

1.4億円・全体会計1.3億円の増加と

なりました。 
 
上記の減価償却費と合わせた、施設

の費用は一般会計等40.6億円・全体

会計61.1億円となっています。 
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3-2-5. 4要素のまとめ 

 本章では、4つの要素「健全性」「効率性」「公平性」「資産適合性」について財務分析を行いまし

た。 

 

「健全性」分析では、「財政に持続可能性があるのか（どれくらい借金があるのか）」という視点

から6指標により分析を行いました。 

「住民1人当り負債額」は、一般会計等801千円・全体会計1,284千円と類似団体一般会計等585

千円・全体会計911千円と比較して大幅に大きくなっています。 

しかし、債務償還能力を示す「債務償還可能年数」では、業務活動収支の改善により、一般会計

等22.5年・全体会計18.5年となり、前期と比較して一般会計等71.5年・全体会計20.6年と大幅

に改善しました。今後も債務の償還能力を高めることが求められます。 

これら、長期的指標に対し、短期の財政状態を示す「流動比率」は、一般会計等253.1%・全体会

計201.2%と基準となる100%を大幅に上回りました。 

財政持続性を高めるために、今後も着実で、良好な資金繰りが要請されます。 

 

「効率性」分析では、「行政サービスは効率的に提供されているか」という視点から7指標によ

り分析を行いました。住民1人当りコスト分析は低ければ低いほど、効率的といえます。 

 「住民1人当り行政コスト」は、一般会計等529.5千円・全体会計771.1千円となり、前期と比

較して一般会計等12.9千円・全体会計10.4千円減少でした。 

「住民1人当り人件費」は、一般会計等88.7千円・全体会計97.1千円と類似団体と比較して、

一般会計等45.7千円・全体会計34.1千円多く、効率的な行政運営が求められます。 

効率性を高める意思決定を行い、予算編成に反映させる取り組みが要請されます。 

 

「公平性」分析では、「世代間や自治体内の各階層や自治体間の関係において、公平な財務処理

が行われているか」という視点から9指標により分析を行いました。 

「純資産比率」は、一般会計等56.7%・全体会計53.9%となり、類似団体と比較して一般会計等

13.3ポイント・全体会計10.1ポイント低くなっています。相対的に負債の割合が大きいといえま

す。 

「当期純資産変動額」は、一般会計等1,569百万円・全体会計1,678百万円のマイナスとなり、

将来世代への先送り負担が増大となりました。 

毎年の予算編成における自律性向上が改善課題となります。 

 

「資産適合性」分析では、「地方公共団体における資産保持業務の適合性」の視点から12指標に

より分析しました。 

「住民1人当り資産額」は、一般会計等1,849千円・全体会計2,782千円となり、類似団体と比

較して一般会計等では932千円少なく、全体会計1千円多くなっています。一般会計に対し、特別

会計の資産が大きいといえます。 
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 「資産更新必要額」は、40年間で全体会計 1483億円に上ります。年間平均にすると全体会計で

37.1億円となり、建設投資を示す「公共施設等整備費支出」8.1億円の4.6倍となります。 

このままでは、建設投資のすべての更新に充てても資金が足りないため、更新資産の選択と更新

額の平準化が必要となります。 

 

 

 

 

 

以上 

※ 下位項目との差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
 

湯沢市平成29年度末 将来の資産更新必要額（2018～2057年） （単位：億円）

建物 割合 インフラ 割合 その他 割合 合計 割合

40年間の累計 319 21.5% 1,151 77.6% 13 0.9% 1,483 100.0%

年平均 8.0 21.5% 28.8 77.6% 0.3 0.9% 37.1 100.0%
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